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第 3 令和５年度滋賀の労働市場の概況 

 

 

概 況 

令和５年度の我が国経済動向については、「コロナ禍の３年間を乗り越え、改善しつつあ

る。30 年ぶりとなる高水準の賃上げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが

見られ、デフレから脱却し、経済の新たなステージに移行する千載一遇のチャンスを迎え

ている。他方、賃金上昇は輸入価格の上昇を起点とする物価上昇に追い付いていない。個

人消費や設備投資は、依然として力強さを欠いている。これを放置すれば、再びデフレに

戻るリスクがあり、また、潜在成長率が０％台の低い水準で推移しているという課題もあ

る。」とされたところです。 

全国の雇用情勢についてみると、令和５年度平均の完全失業者数は 178 万人と、前年度

と同水準、完全失業率についても 2.6％と、前年度と同水準であった。また、有効求人倍率

は 1.29倍と、前年度の 1.31倍を 0.02ポイント下回り、３年ぶりに対前年度を下回った。 

滋賀県における雇用情勢についてみると、令和５年平均の完全失業率は、2.3％と、前年

と同水準であった。 

新規求人数は、主要 11産業のうち、卸売業，小売業および教育，学習支援業の２業種で

増加したものの、滋賀県の基幹産業でもある製造業をはじめ、９業種で減少し、全体では、

98,669人（パートを含む。）と、前年度比 7.4％減少した。 

また、新規求職者数は、56,073人と前年度比 1.1％の増加となった。 

雇用保険受給資格決定件数(一般)は、16,156 件と前年度比 7.2％増、受給者実人員（一

般）は、5,024人（月平均）と前年度比 6.1％増となった。 

有効求人倍率(季節調整値)は、令和５年４月に 1.14倍であったところ低下基調で推移し、

令和６年２月には 0.99倍と、25か月ぶりに１倍を下回り、年度末の令和６年３月には 1.00

倍となった。また、年度平均(パートを含む原数値)では 1.05 倍と、前年度を 0.08 ポイン

ト下回った。 

正社員有効求人倍率については、令和５年４月に 0.79倍であったところ、令和６年３月

には 0.72倍となり、年度平均では 0.78倍と、前年度を 0.02ポイン下回った。 
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① 一般職業紹介状況 

○求人の状況（パートを含む） 

令和５年度の新規求人数は 98,669人で、前年度に比べ 7,930人(7.4%)の減少となった。 

産業別に対前年度増減率をみると卸売業,小売業（1.0%増）、教育,学習支援業（14.0%増）

などで増加となり、建設業（3.4%減）、製造業（15.9%減）、情報通信業（25.8%減）、運輸業,

郵便業（10.4%減）、学術研究,専門・技術サービス業（3.1%減）、宿泊業,飲食サービス業（12.5%

減）、生活関連サービス業,娯楽業(0.8%減）、医療,福祉(1.3%減)、サービス業（7.7%減）で

減少となった。 

雇用形態別にみると、対前年度比で一般が 8.1%減少、パートが 6.7%減少となっている。 

新規求人に占めるパート割合は、前年度に比べ 0.4ポイント上昇し 47.0%となり、産業別

では、宿泊業,飲食サービス業（78.2%）、生活関連サービス業,娯楽業（64.5%）、教育，学

習支援業（70.2%）、医療，福祉（52.8%）、卸売業，小売業（51.4%）で高い比率となってい

る。 

また、新規求人のうち正社員求人の割合は 40.6%と前年度に比べ 1.4 ポイント上昇し、

40,105人となった。 

 

○求職の状況（パートを含む） 

令和５年度の新規求職者は 56,073 人で、対

前年度比 1.1％の増加となった。雇用保険受給

資格決定件数（一般）は、前年度を 7.2％上回

る 16,156 件となり、新規求職者に対する比率

は 28.8％で前年度より 1.6ポイント上昇した。  

パート求職者比率は、前年度より 0.4ポイン

ト上昇し 42.2％となった。 
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令和５年度の月間有効求職者数は、前年度に

比べ 3,341人（月平均 278人）増の 265,074人

（前年度 261,733人）となった。雇用形態別で

は、一般求職者が前年度に比べ 0.3％増の

151,090 人で、パート求職者は 2.6％増の

113,984人となった。パート比率は 43.0％とな

り前年度より 0.6ポイント上昇した。 

 

○就職・充足の状況 

令和５年度の就職者数は、一般が 7,399 人で前年度より 351 人の減少、パートは 9,453

人で 120 人の増加となった。新規求職者に対する就職率は、一般で前年度より 1.2 ポイン

ト低下し 22.8％、また、パートにおいても前年度より 0.4ポイント低下し 39.9％となった。 

充足数は、一般が 6,651人で前年度より 350人減少、パートは 8,832人で 40人の増加と

なった。新規求人に対する充足率は、一般とパートの合計で前年度より 0.9 ポイント上昇

し 15.7％となった。 

  

〇求人倍率 

令和５年度の月間有効求人数（パートを含む

月平均）は 23,292人で、対前年度比 5.8％（1,434

人）の減少となった。雇用形態別では、一般が

6.4％減の12,681人、パートが5.0％減の10,611

人となった。一方、月間有効求職者数（パート

を含む月平均）は 22,090人で、対前年度比 1.3％

（279人）の増加となった。このため、有効求

人倍率は、前年度より 0.08ポイント低下し 1.05

倍となった。 

また、正社員の有効求人倍率は、前年度より

0.02ポイント低下し 0.78倍となった。  
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② 新規学校卒業者の職業紹介状況 

令和６年３月新規学校卒業者の求職者数は、

中学校が４人、高等学校等が 1,743人となった。 

中学校では、前年度より３人減少、高等学校

等では、70人減少した。 

就職内定者数（安定所、学校紹介によるもの）

は中学校が前年度より４人減少し３人、高等学

校等では前年度より67人減少し1,735人となっ

た。 

また、令和５年度の高等学校等の求人数は、

5,402人で対前年度比 6.9％（348人）の増加と

なった。このため、求人倍率は、3.10倍（前年

度 2.79 倍）となり、前年度を 0.31ポイント上

回った。 

 

 

③ 女性等（マザーズコーナー）の職業紹介状況 

令和５年度のマザーズコーナーの新規求職

者は、2,870人と対前年度比 2.9％の増加となっ

た。 

コーナーでの相談件数は 5,535 件で、就職件

数は前年度を 78件上回る 1,064件となった。 

 

 

④ ユースエール認定企業の状況 

 平成 27年 10月 1日施行の若者雇用促進法によって創設され、若者

の採用・育成に積極的で雇用管理の状況などが優良な中小企業を認定

する制度である。 

令和６年３月末時点で 21社が認定企業となっている。 

 

 

⑤ 障害者の職業紹介等の状況 

令和５年度の新規求職者は 3,014人で、前年

度より 336人の増加となった。その内訳は、身

体障害者 655人、知的障害者 530人、精神障害

者 1,584人、その他の障害者 245人となってい

る。就職件数は 1,441件で、前年度より 92 件

の増加となった。その内訳は、身体障害者 264

件、知的障害者 346件、精神障害者 750件、そ

の他の障害者 81件となっている。 
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令和６年３月末現在の求職登録状況は、有効求職者が 4,614 人、就業中が 9,059 人、保

留中が 6,059 人となっている。有効求職者の障害部位別登録状況では、身体障害者 1,304

人、知的障害者 761 人、精神障害者 2,207 人、その他の障害者 342 人となっている。有効

求職者のうち、重度障害者は 494人で、前年同期より 58人の増加となった。 

 
 

 

障害者雇用状況報告書の集計結果（令和５年６月１日現在） 

 事業主に義務づけられた障害者法定雇用率

は令和３年３月に 2.2％から 2.3％となって

いる。 

滋賀県に本社を有する民間企業（43.5人以

上規模）944社の障害者の雇用者数は 3,725.5

人で、実雇用率は前年より 0.06ポイント上昇

し 2.52％となっている。 

また、法定雇用率達成企業数は 559 社で、

達成企業の割合は 59.2％と、前年に比べ 0.6

ポイント上回った。全国の状況と比較すると、

雇用率は 0.19ポイント上回り、雇用率達成企

業割合でも 9.1ポイント上回っている。 

 

 

⑥ 中高年齢者の職業紹介等の状況 

令和５年度の中高年齢者（45歳以上）の新規求職者（パートを除く）は 14,456人で対前

年度比 4.2％の増加となった。 

有効求職者（パートを除く）は 67,648 人（月平均 5,637 人）で、対前年度比 1.9％の増

加となった。紹介件数（パートを除く）は前年度を上回る 13,403 件（5.2％増）となり、

就職件数は前年度を下回る 3,248件（2.7％減）となった。 

令和５年度の有効求職者（常用：パートを含む）に占める中高年齢者の割合は、前年に

比べ 1.2ポイント上昇し 55.3％となった。 
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高年齢者雇用状況報告書の集計結果（令和５年６月１日現在） 

21 人以上規模企業 2,218 社の高齢者(60 歳以上)の常用労働者数は 32,528 人で雇用割合

は 15.5％となった。 

65 歳までの高年齢者雇用確保措置の実施状況は、2,218 社中 2,213 社(99.8％)の企業が

実施済みで、５社（0.2％）の企業が未実施となっている。 

令和３年４月１日から導入された 70歳までの高年齢者就業確保措置（努力義務）の実施

状況は、2,218社中 662社（29.8％）の企業が実施済みで、1,500社（67.6％）の企業が未

実施となっている。 

  

⑦ 外国人等の職業紹介等の状況  

令和５年度の外国人の新規求職者数は

2,476人で対前年度比 25.2％の増加となった。  

有効求職者数は 9,394 人で対前年度比

27.2％の増加となった。紹介件数は 1,046 件

で対前年度比 43.3％の増加となり、就職件数

は242件で対前年度比49.4％の増加となった。 
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外国人雇用状況報告書の集計結果（令和５年 10月 31日現在）  

外国人労働者を雇用している事業所数は

2,752事業所で対前年同期比 176社（6.8％）増

加し、外国人労働者数は 24,791 人で対前年同

期比 1,695人（7.3％）の増加となった。 

在留資格別では、身分に基づく在留資格が

11,718 人で全体の 47.3％を占め最も多く、次

いで専門的・技術的分野の 6,060人（うち「特

定技能」外国人労働者数は 1,571 人）、技能実

習の 5,268人、資格外活動の 1,218人、特定活

動の 527人の順となっている。 

 国籍別では、ベトナムが最も多く 7,031人で

全体の 28.4％を占め、次いでブラジル 6,957

人（28.1％）、フィリピン 2,565人、（10.3％）

の順となっている。  

 

 

⑧ 雇用安定等給付金関係の状況 

令和５年度の特定求職者雇用開発助成金の支給決定件数は 1,655 件で、支給決定金額は

４億 3,452万４千円となった。前年度と比べ件数は 47件（2.8％）、金額で 1,734万５千円

（3.8％）の減少となった。  

雇用調整助成金の特例措置（コロナ特例）の適用期間が令和５年３月 31日（申請期限は

令和５年５月 31日）までとなっており、以降は計画届の提出が必要となっている。令和５

年度の雇用調整助成金の支給決定件数は 1,098件で、支給決定金額は３億 5,195万３千円

となった。緊急安定雇用助成金の特例措置（コロナ特例）の適用期間も同様に令和５年３

月 31日（申請期限は令和５年５月 31日）までとなっており、緊急雇用安定助成金の支給

決定件数は 230件で、支給決定金額は 1,725万５千円となった。 

 令和２年度７月に創設された、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の令

和５年度の支給決定件数は 1,015件で、支給金額は 3,759万３千円となった。また、この

給付金も既に令和５年３月 31日で支給対象期間（申請期限は令和５年５月 31日）は終了

している。 
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⑨ 雇用保険業務取扱状況 

令和６年３月 31 日現在の雇用保険適用事業所

数は、前年同期を 92事業所上回る 21,772事業所

となり、被保険者数は 0.5％減の 394,856人と３

年ぶりの減少となった。産業別適用事業所数は、

建設業 4,035事業所、製造業 3,189事業所、情報

通信業 236事業所、運輸業，郵便業 750事業所、

卸売業，小売業 3,025事業所、宿泊業，飲食サー

ビス業 1,188事業所、教育，学習支援業 415事業

所、医療，福祉 2,768事業所、サービス業が 2,165

事業所となっている。 

また、被保険者数は、建設業 19,316 人、製造

業 151,143人、情報通信業 2,688人、運輸業，郵

便業 18,957人、卸売業，小売業 39,836人、宿泊

業，飲食サービス業 8,080人、教育，学習支援業

9,740 人、医療，福祉 58,635 人、サービス業が

42,842人となっている。 
 

  

 

令和５年度の雇用保険資格取得件数は 65,098 件で、資格喪失件数は 66,536 件となり、

資格喪失件数が取得件数を３年ぶりに上回った。資格取得件数は対前年度比 3.5％の減少と

なり、喪失件数は同 1.0％の増加となった。喪失件数のうち、事業主都合による離職件数は

3,531件で前年度に比べ 708件（25.1％）の増加となった。 

雇用保険の給付状況（基本手当）をみると、令和５年度の受給者実人員は、対前年度比

1.5％増加し、5,203人（月平均）となった。給付額においても、対前年度比 2.3％増加し、

78億 3,823万円となった。  
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就職促進給付の再就職手当・常用就職支度

手当の支給決定状況をみると、受給人員は前

年度比 14.7％増の 4,476人となり、支給金額

では前年度比 18.7％増の 18 億 3,186 万４千

円となった。 

雇用継続給付関係では、令和５年度の高年

齢雇用継続給付（基本給付）の受給者実人員

は、67,374 人、給付額 18 億 4,608 万１千円

で、育児休業給付の受給者実人員は、45,034

人、給付額 60億 307万７千円となった。 

 

  

 

⑩ 労働者派遣事業所・職業紹介事業所の状況 

令和５年４月１日現在の労働者派遣事業所数は 455（うち県外本社 120）事業所である。 

職業紹介事業所数は 287 事業所で内訳は、有料職業紹介 254 事業所（うち県外本社 82）、

無料職業紹介 12事業所（うち県外本社２）、特別の法人の無料職業紹介 21事業所（うち県

外本社２）となった。 
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